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グローバリゼーションのさなか，先進諸
国はいずれも不安をかかえている。高齢化
の進展，雇用の不安定，外国人の流入によ
る共生問題，南北の力関係の変化，国債累
増の不安等。先進国はこれまで未知の成熟
経済時代に見合った経済運営をせまられて
いるが，日本をはじめ，どの国も未だ新し
い時代に慣れていないようだ。そこから，
ヨーロッパでは大連立政治，東アジアでは
ナショナリズムによるトップダウン型ガバ
ナンスに国民はひと時の安心感を託するよ
うになっている。一昔前の体制選択という
政治争点は過去のものとなり，グローバリ
ゼーションのなかで大きなものに頼る行動
がそこかしこで見られる。日本のアベノミ
クスは典型的に大企業に経済再生を託し，
「円安株高」からのトリクルダウン（おこぼ
れ）で国民の期待をつなごうとするが，高
成長が戻る条件はもはや存在しない。小泉
政治以来進行している国民の間の格差増
大，分裂が今後ますます進むだろう。かえ
って，政権党のばら撒き政治で，国の債務
は累増する一方で，ギリシャの明日が日本
の前にも立ちはだかっている。
本書は編者宮本氏が提唱する「生活保

障」によって，国民が受け身の立場から経
済社会運営に参加する道を切り拓き，低成
長・成熟経済時代にふさわしいボトムアッ
プ型の日本再生の条件をさぐろうとする。

宮本氏の前著『生活保障』（岩波新書，2009

年）では，雇用と社会保障を結び付けるこ
とにより，生活の基礎的な場を保障して，
グローバル化社会で排除されがちな多くの
人びとが新しい経済活力を生み出す動因と
なり得る展望について語ったが，本書で
は，このネクサスに教育という重要な次元
を加えて，対抗戦略としての幅を一段と拡
げることになった。
今まで日本の経済システムは，大企業を
頂点とし，一方では政官業体制がこれとリ
ンクして政治を動かし，他方，経済面では
中小企業がその系列に入り，会社を主体と
したこの体制に男子社員と家族が組み込ま
れる体制をとってきた。学校教育や社会保
障もこのシステムに従属した。だから日本
の学校教育は，熟練労働力をこのシステム
に提供する予備校としての色彩が強く，職
業教育は会社のOJTに委ねられてきた。社
会保障は高齢者，障がい者等，このシステ
ム周辺の社会層を対象とし，若者・壮年等
労働世代のニーズは会社が提供するものと
考えられてきた。
ところが，1990年代以降，グローバル化
のなかで雇用の非正規化が進み，雇用者の
3人に 1人以上が非正規労働者という状況
が現れた。特に女性でその比率は高く，ジ
ェンダー平等は悪化している。非正規社員
は労働条件も職も不安定である。ワーキン
グプア等貧困者が増え，単身率が高まる。
特に大都市で単身低所得の高齢世帯が増
え，生活保護の受給者も増える。少子化時
代に，社会保障の持続可能性も危ない。し
かし，トップダウン型の政治はこのシステ
ムの危機にあえて目をつぶり，特定秘密保
護法，改憲等，強権政治の道をたどる。

宮本太郎　編

『生活保障の戦略
教育・雇用・社会保障をつなぐ』
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本書の第一～三章は，この危機に際し
て，教育，労働，社会保障それぞれの関連
を調べ，各分野で起こっている事態を評価
し，排除者包摂に必要な政策を提言する。
第一章「教育と仕事の関係の再編成に向

けて」（本田由紀）は，新卒者の就職活動も
「早期化・長期化・煩雑化」していることを
観察し，競争社会の浸透が新しく「弱者」
を作り出し，社会的排除を促進している事
実を指摘する。その背景には学力格差と理
念のあいまいなキャリア教育が，本来必要
とされる職業教育を阻み，人間のモノ化を
進めている事情がある。教育と仕事を結び
付ける改革こそが必要である。
第二章「多様な形態の正社員」（佐藤博樹）

は，日本型システムで支配的であったメン
バーシップ型正社員像に代わり，正社員も
労働強化や雇用不安定に直面する一方，非
正社員，限定正社員等多様な雇用形態が出
現している現実から，ジョブ型社員等，正
社員と非正社員間のキャリアの連続をどう
実現するかの方策を議論している。
第三章「若者の自立を保障する」（宮本み

ち子）は，日本型システムのよき時代が去
り，若者たちが社会的リスクに直接さらさ
れ，自立の困難が雇用不安，NEET等目立
ってきた時代に，従来の社会保障制度が視
野に入れていなかった若者の自立支援，労
働参加のための諸政策，そのための地域シ
ステムの整備を呼びかける。
第四～七章は，各論である。
第四章「日本の生活保護・低所得者支援

制度」（埋橋孝文）は，生活保護法が対象と
考えていないワーキングプア層への支援策
を説く。第五章「〈給付付き税額控除〉か
〈ベーシックインカム〉か」（諸富徹）は，イ

ギリスで行われた福祉政策の転換，就労支
援の重視（就労に給付，免税を行う）を題材
に，国民一律にベーシックインカムを保障
する政策との異同，日本における導入可能
性を議論する。第六章「低所得高齢者向け
最低生活保障制度の確立」（駒村康平）は，
今後都市において急増していくとみられる
低所得高齢者に対する年金，所得保障の枠
組みを提案する。第七章「生活困窮者支援
の一環としての家計再生ローン」（重頭ユカ
リ）は，フランスで相談支援とセットにな
ったマイクロクレジットを先例に，生活困
窮者のために家計相談，起業支援を組み合
わせた「家計再生ローン」を整備する必要
性を示す。
以上見たように，本書は，グローバル化
の進展下に起こっている日本の経済社会の
大きな変化を踏まえ，「上からのおこぼれ」
では，格差，貧困，社会分裂等への回答に
はならないとの認識から，絶えず広がって
いる困窮者，とりわけ若者の視点に立っ
て，若者たち「排除されていく人びと」の
経済社会参加こそが，日本経済の再生につ
ながると説く。アベノミクスは日本のステ
ークホルダー（利害関係者の合議）型資本主
義を上から再編しようとするが，そこから
落とされている生活者たちの立場を踏まえ
ることから，ポスト成長，成熟経済時代の
社会発展が始まること，それがグローバル
化時代の民主主義の復権につながること
を，本書は示している。
――岩波書店　2013年10月
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